
令和元年度第２回 大阪市社会福祉審議会 地域福祉専門分科会 

地域福祉基本計画策定・推進部会（議事要旨） 

 

日時：令和２年２月 13日（木）午後５時 30分～ 

          場所：大阪市役所地下１階 第８共通会議室    

１ 開会 

・委員紹介 

・出席職員紹介 

  

２ 議事 

（1） 地域福祉に関する実態調査の結果報告について 

（2） 次期「大阪市地域福祉基本計画」の策定について 

（3） 大阪市地域福祉基本計画の進捗状況について（令和元年 10月末時点） 

 

【議事（１）】 

・事務局から資料に沿って説明 

 

（主な意見） 

・「防災に関する取り組み」の認知度について、「津波避難ビル」や「水害時避難ビル」は２割に

とどまっている。南海トラフ地震の想定では地震発生後２時間程度で津波が到達すると言われ

ているが、この認知度では命に直結する可能性がある。次期地域福祉基本計画では「防災」を

しっかり取り上げたほうがよい。 

・「地域課題の解決に必要だと思うこと」について、推進役は「担い手の養成」に次いで「行政に

よる支援」が 54.7％となっている。行政から何かしてもらう時代ではなくなってきていると認

識しているので、もう少し内容を分析して実情を確認してほしい。 

・「住民、地縁団体、行政・社協を除く地域福祉活動の参画主体に期待すること」で、推進役、専

門職ともに「継続的な参画」を期待している。そういったところに行政のサポートが必要かも

しれないので、地味なことでも継続することを大事にした地域福祉計画であればよい。 

・地域福祉活動の担い手の養成については専門職も推進役も必要だと思っているが、担い手は少

子高齢化で確実に減っていくので、担い手の概念を変えないといけない。 

・調査結果で地域差が生じているところは、区職員や団体の方がどう読み取るのかが重要になっ

てくる。 

・推進役・専門職ともに「暮らしやすさを感じる点」では「近所付き合いや地域とのつながりが

ある点」や「地域活動やボランティア活動が活発である点」の率が高いが、世論ではその点に

暮らしやすさは感じていない、これを踏まえて施策を推進しないと前には進まない。 

 



【議事（２）】 

・事務局から資料に沿って説明 

 

（主な意見） 

・今まで給付行政で救えていたものが、単身社会化でもう救えなくなってきているという点に問

題がある。ひきこもりが典型的だが、ひきこもっている方に何かサービスを渡したら社会参加

するのかというとそうではない。関わり続ける支援をしなければならないというニーズがもの

すごく高まっている。それは包括でも、障がい相談支援でも同じで、そこが新しい課題として

苦労している。そこの相談体制を新たに構築しないといけない。 

・現行計画の基本目標は「みんなで支えあう地域づくり」と「新しい地域包括支援体制の確立」

となっているが、国が打ち出している「参加支援」は、この真ん中に重なる、社会参加の概念

である。そういうことも頭に入れながら、策定を行わなければならない。 

・地域の担い手不足ということでは、支援する専門職の側でも事例をカテゴリー化してしまって

いて、上手にコーディネートできていない、という課題がある。担い手の方は色々な可能性を

秘めているので、狭いところに囚われないように包括的にやっていかないといけない。 

・参加支援の１つとして、小さいときから地域に関わることに慣れていく、地域福祉教育やコミ

ュニティスクール等の取組みも重要となる。今は 50代以下の人は地域とつながらなくて、友達

でつながっていることが多いので、子どもが地域のことに関心を持ちにくくなっている。 

・障がいのある方は社会とのつながりが薄くて孤立していることが多い。人の気持ちの中に障が

いのある方を受入れる部分がどれぐらいあるか、壁になるものがあって社会参加を難しくして

いないか。次期計画ではそれを変えていくための啓発や、その成果を計画に盛り込んでいけな

いか。 

・障がい者や外国籍の方など、従来は支援される側になると思われていた方が、逆にボランティ

ア活動に取り組むなど担い手となっているケースがあり、担い手の概念を変えていく必要があ

る。 

・支え合う関係を構築する転換期に来ている。「見守り活動」ではなく「見守り合い活動」、言い

換えると「付き合いを増やす」というようなイメージをちょっとずつ増やしていく時期に来て

いる。 

・国の地域共生社会推進検討会の報告書は、福祉分野以外に言及していないが、地域福祉計画を

策定する自治体では、地域振興やまちづくりの分野とも連携していかないと、福祉施策に対す

る理解が乏しい層を変えていけない。 

・包括的な支援のあり方として、地域の住民、関係機関が考え方を共有するというプロセスに意

義があると思うので、次期計画はそういったところにアクセントを置いたものになればよい。 

 

【議事（３）】 

・資料配付のみ 


